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有料老人ホーム集団指導

鳥取市福祉部地域福祉課指導監査室
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１ 有料老人ホーム
立入検査の実施状況について
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❏立入検査実施状況
有料該当サ高住有料老人ホーム

６６令和４年度実施件数

７１３令和５年度実施件数

５１１令和６年度実施件数
（令和６年１２月１日時点）

１５３０鳥取市内施設数
（令和６年１２月１日時点）
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集団指導立入検査施設類型

原則１年に１回概ね３年に1回介護付き有料老人ホーム
住宅型有料老人ホーム
健康型有料老人ホーム

有料老人ホームに該当する
サービス付き高齢者向け住宅

参考：鳥取市有料老人ホーム立入検査及び集団指導実施要綱 別表



❏主な指摘事項
（１） 職員の配置、研修及び衛生管理

・ 日中及び夜間の緊急時等に対応できる職員を配置するこ
と。

5

住宅型有料老人ホーム及び健康型有料老人ホームにあっては、入居

者の数及び提供するサービス内容に応じて、その呼称にかかわらず、次
の職員を配置すること。
（ア）管理者（イ）生活相談員（ウ）栄養士（エ）調理員

【鳥取市有料老人ホーム設置運営指導指針（以下「指針」という）
８（１）イ】

※緊急時に対応できる職員とは、併設事業所の職員配置をもって達成す
るものではありません。有料老人ホームとしての職員を配置してください。



6

・ 有料老人ホームの職員が併設介護事業所と兼務する場合は、
各職員について、それぞれが従事する勤務状況が明確となるよう、
適切に勤務表の作成及び管理を行うこと。

有料老人ホームの職員が、介護サービスその他の業務を兼ねる場合に
あっては、各職員について、それぞれが従事する業務の種別に応じた勤務
状況を明確にする観点から、適切に勤務表の作成及び管理を行うこと。
【指針１０（３）】

※必ずしも有料老人ホームと併設介護事業所の勤務表を別に作成する必
要はありませんが、同一の勤務表で有料老人ホーム及び併設介護施設を
管理する場合どの時間帯にどの施設で勤務しているのかを明確にしてくだ
さい。
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（２） 有料老人ホーム事業の運営

・ 定期的に避難訓練を実施すること。

（５）から（７）に掲げるもののほか、事故・災害及び急病・負傷に迅速
かつ適切に対応できるよう具体的な計画を立てるとともに、避難等
必要な訓練を定期的に行うこと。なお、当該計画の策定や訓練の実
施にあたっては、（５）から（７）に定める計画や訓練と併せて実施す
ることとして差し支えない。 【指針９（８）】

【参考】
（５）業務継続計画の策定等
（６）非常災害対策
（７）衛生管理等
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・ 定期的に運営懇談会を開催すること。また、運営懇談会の
開催にあたっては、下記の内容についても報告すること。

（１） 入居者の状況、サービス提供の状況の報告
（２） サービス提供の状況
（３） 管理費、食費等の収支の内容等の報告

エ 運営懇談会では、次に掲げる事項を定期的に報告し、説明する
こと。また、入居者の要望、意見を運営に反映させるよう努めること
。（ア）入居者の状況
（イ）サービス提供の状況

（ウ）管理費、食費その他の入居者が設置者に支払う金銭に関する
収支等の内容

【指針９（１１）】
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・ 入居者が一定の要介護状態になったことを理由として契約
を解除する場合の手続きについて、次の手続きを含む一連の
手続を入居契約書または管理規程上明らかにしておくこと。

（１）医師の意見を聴くこと。
（２）本人又は身元引受人等の同意を得ること。
（３）一定の観察期間を設けること。

カ 一定の要介護状態になった入居者が、一般居室から介護居室若しくは
提携ホームに住み替える契約の場合、入居者が一定の要介護状態になっ
たことを理由として契約を解除する契約の場合又は介護居室の入居者の
心身の状況に著しい変化があり介護居室を変更する契約の場合にあって
は、次の手続を含む一連の手続を入居契約書又は管理規程上明らかにし
ておくこと。また、一般居室から介護居室若しくは提携ホームに住み替える
場合の家賃相当額の差額が発生した場合の取扱いについても考慮するこ
と。【指針１３（２）】
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・ 各種委員会について、開催されていないので速やかに開催
すること。事故防止のための委員会については年１回以上、身
体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会については
３月に１回以上開催し、内容を職員に周知すること。今年度から
義務化になった虐待防止の委員会は年１回以上、感染症の予
防およびまん延防止のための委員会は６月に１回以上開催す
ること。

・衛生管理等指針【９（７）】
・設置者は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す
る法律（平成１７年法律第１２４号）に基づき、次の事項を実施すること。【１
０（４）】
・身体拘束等の適正化を図るために、次に掲げる措置を講じなければなら
ない。【１０（７）】
・事故発生の防止及び発生時の対応【１３（８）】
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その他指摘事項について

・各委員会記録等について、指針上「介護職員その他
の従業者に周知徹底を図ること」となっているものに
ついては、全職員に周知したことがわかるよう体制を
整備すること。

・各委員会を同時開催する場合は、それぞれの委員
会の内容を協議すること（研修も同様）。

・委員会と研修を同日開催する場合、記録をそれぞれ
残すこと。
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集団指導・立入検査の内容の確認について

・例年同様の指摘事項が散見されています。

集団指導でお伝えする内容については必ずご確認い
ただき、実施できていない場合は改善をお願いします。

・過去に指摘された事項について、数年後に同一施設
への立入検査で再度指摘となっているものがあります。
指摘された年度に改善状況報告書を提出いただいて
おりますが、翌年度以降も継続的に改善をお願いしま
す。



２ 身体的拘束適正化の取組について
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身体拘束とは

（出典：介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き）
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なぜ身体拘束を行ってはならないのか

（出典：介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き）
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左記３要件をすべて満たす
状態であることを、本人・
家族、本人に関わっている
関係者・関係機関全員で
検討、確認し、記録して
おくことが求められる。

緊急やむを得ない３つの要件

（出典：介護施設・事業所等で
働く方々への身体拘束廃止・
防止の手引き）
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（出典：介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き）
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（出典：介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き）
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（出典：介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き）
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（出典：介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き）
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（出典：介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き）



22（出典：介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き）
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緊急やむを得ない場合の記録

（出典：介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き）
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身体拘束適正化のための委員会について

実際の立入検査での指摘内容は・・・

（指摘事項）

・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会について、
委員会は開催されているが議事録が不十分であるため改めること
。また委員会で話し合う内容についても内容を検討すること。
・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会について、
３月に１回開催すること。また、虐待のみの内容となっているもの
があったので、身体拘束についても議題にあげること。

（出典：介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き）



25

緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様及び
時間、その際の入居者の心身の状況並びに緊急やむを得ない
理由を記録しなければならないこと。また、緊急やむを得ない
理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つの要件
を満たすことについて、組織等としてこれらの要件の確認等の
手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容につい
て記録しておくことが必要である。【指針10（6）】

身体的拘束等の適正化を図るために、次に掲げる措置を講じ
なければならない。

（ア） 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員
会を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、
介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

（イ） 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
（ウ） 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適

正化のための研修を定期的に実施すること。【指針10（7）】
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身体的拘束における立入検査での指摘内容

・身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３
月に１回以上開催すること。

・介護職員その他の従業者に対して、身体的拘束等の適正化
のための研修を定期的に実施すること。

・身体的拘束を実施する際、様態、時間、利用者の状況等を記
録すること。

・身体的拘束をやむを得ず行う場合は、身体拘束の必要性を検
討し、拘束の期間を具体的に定めた上で文書による同意を得る

こと。また、検討の結果、同意を得た期間を超えて身体拘束行う
場合は再度同意を得ること。

・身体的拘束をやむを得ず実施する場合に本人や家族から得
る同意文書については、その期間についても記載すること。
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３ 鳥取市有料老人ホーム設置運営指導
指針の改正について
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改正の目的について

１ 改正の目的
厚生労働省有料老人ホーム設置運営標準指導指針（平成１４年７

月１８日付け老発第０７１８００３号）の一部改正に伴い、指針の改正
を行うものです。

２ 改正の内容
厚生労働省の有料老人ホーム設置運営標準指導指針の内容に

併せて改正を行います。また、重要事項説明書の改正を行います。

詳しい変更内容については、
別添資料をご確認ください。
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主な改正点（本資料掲載）

・業務継続計画の策定等 【指針９（５）】
・医療機関等との連携 【指針９（９）】
・虐待の防止 【指針１０（４）】
・身体拘束 【指針１０（６）】

そのほかの改正点については、別添指針全文
の赤字部分をご確認ください。
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（５）業務継続計画の策定等（改正後追記：黄色部分）
ア 感染症や非常災害の発生時において、入居者に対する処遇を継
続的に行うための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため
の計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画
に従い必要な措置を講じること。計画の策定にあたっては、「介護施
設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガ
イドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務
継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域に
よって異なるものであることから、項目については実態に応じて設定
すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定す
ることを妨げるものではない。
イ 職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研
修及び訓練を定期的に実施すること。なお、訓練については、机上を
含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するもの
を適切に組み合わせながら実施することが適切である。なお、業務継
続計画の策定、研修及び訓練の実施については、他の設置者との連
携等により行うことも差し支えない。
ウ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続
計画の変更を行うものとする。【指針９（５）】
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（９）医療機関等との連携（改正後追記：黄色部分）
ア 入居者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、医療機関と協
力する旨及びその協力内容を取り決めておくこと。その際、入居者の
急変時等に、相談対応や診療を行う体制を常時確保した協力医療機
関を定めるように努めること。
イ 当該有料老人ホームの設置者は、感染症の予防及び感染症の
患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第
１７項に規定する第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症（
同法第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に
規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。）
の発生時等の対応を取り決めるよう努めること。
ウ 協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合において
は、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時
等の対応について協議を行うこと。
エ 入居者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該
入居者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び
当該有料老人ホームに速やかに入居させることができるよう努めるこ
と。（以下略）【指針９（９）】
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（４）設置者は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等
に関する法律（平成１７年法律第１２４号）に基づき、次の事項を実施
すること。（改正後追記：黄色部分）

ア～エ （中略）
オ イからエまでに掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く
こと。

当該担当者は、身体的拘束等の適正化の対策を検討する委員会
の責任者と同一の従業者が努めることが望ましい。なお、同一施設
内で複数担当の兼務や他の事業所・施設等の担当の兼務について
は、担当者としての職務に支障がなければ差し支えない。ただし、日
常的に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、入居者や施設
の状況を適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行
する上で支障がないと考えられる者を選任すること。
カ （略）【指針１０（４）】
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（６）緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時
間、その際の入居者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を
記録しなければならないこと。（改正後追記：黄色部分）

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び
一時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要
件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容
について記録しておくことが必要である。
【指針１０（６】

本資料に記載の内容はあくまで主な改正点の
抜粋です。必ず別添資料を確認をしてください。
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４ 変更届について
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届出

時期
添付書類事前協議変更届出事項

変更の日
から一か
月以内

・重要事項説明書
・登記簿等

・建築確認済証
必要施設の所在地・連絡先等

・重要事項説明書

・登記簿等
不要

設置者の氏名、住所又は名
称及び所在地

・重要事項説明書不要施設管理者の氏名、住所

・変更した書類

入居者への影響
が生じる場合必
要

管理・運営規程、定款

契約書

重要事項説明書

不要長期の収支計画

・重要事項説明書

・契約書
必要

利用料・一時金等の入居者
の費用負担額

・施設平面図
・変更内容のわかる書類

・建築確認済証
必要

建物の規模及び構造並びに
設備の概要

・施設平面図（変更前後）
・管理・運営規程

・重要事項説明書
必要入居定員及び居室数
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５ 終わりに
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指導監査室のホームページに鳥取市有料老人ホーム設置運営
指導指針及び自己点検シートを公開しております。

日頃から、運営の状況を確認するようにしてください。

【ホームページアドレス】

https://www.city.tottori.lg.jp/www/contents/1525754251724/index.html
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集団指導の受講確認はとっとり電子申請サービスにより行
います。

動画を視聴し、必ずアンケートに回答してください。

アンケートの回答をもって受講完了とさせていただきます。

「とっとり電子申請サービス」

（様式名 令和６年度有料老人ホーム集団指導）

https://apply.e-tumo.jp/city-tottori-
u/offer/offerList_detail?tempSeq=14777

回答期限 令和７年１月３１日


